
標準化・デジタルツール関連の取組

（東京共同会計事務所）

資料４

1



2

JAFTAS概況



EPA原産地証明プラットフォーム「JAFTASⓇ」と日本商工会議所「第一種特定原産地証明書発給システム」の連携により、
JAFTAS利用企業の手続き工数を3割削減することを目的として、経済産業省（事務局：JASTPRO）令和4年度補正「貿易
投資促進事業補助金（貿易プラットフォーム活用による貿易手続きデジタル化
推進事業）」にて、プロジェクトを実施させていただきました。

公的機関とのデータ連携プロジェクト
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2024年7月 JAFTAS日商連携機能リリース

企業数 187社

判定依頼数 2,597件

同意通知件数 1,849件

利用者の声

◼ 複数の案件を纏めて判定依頼でき、
大きく工数削減に繋がっている。

◼ 発給システムとデータ連携すること
で情報の登録間違えなどのリスクが
低減され品質向上に繋がっている。

利用実績

2025年3月10日現在

参考：https://jaftas.jp/smart-epa/

https://jaftas.jp/smart-epa/


JAFTAS日商連携機能の紹介
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自動車業界合同JAFTAS活用セミナー

参考：https://jaftas.jp/smart-epa/

開催日 2024年5月

申込数 510社、814名がWebinarへ参加

後援
一般社団法人日本自動車工業会
一般社団法人日本自動車部品工業会

開催実績

https://jaftas.jp/smart-epa/
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JAFTAS日商連携機能の導入効果（1/5）

HSコード、産品名、
特恵基準等、
判定依頼に必要な情報
は自動反映するので
入力不要！！

JAFTASから
判定依頼送信！！

調査(D)の根拠書類
が自動反映！！

API

日商

発給システム

新メニュー「原産品判定依頼」

[原産品判定依頼]メニュー
にて内容確認し、
「判定受付番号取得」
「判定依頼送信」へ進みます

JAFTASから判定依頼に必要
な情報と書類を提出し、
日商審査終了後、JAFTASで
審査結果を受領します

[原産資格調査]メニューにて
調査結果「達成」後、
[原産品判定依頼]メニューに進みます
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JAFTAS日商連携機能の導入効果（2/5）

Excel作業の原産資格調査

BEFORE AFTER

JAFTASを利用した原産資格調査

・根拠書類への記入58ヶ所
・Excelで独自に判定作業
・協定内容を独自に調査
・書類作成、押印、原本保管

・根拠書類への記入36ヶ所
・ワークフローに沿ったシステム判定
・協定内容のデータベース搭載
・書類自動出力、押印不要、電子保管

58ヶ所 36ヶ所

業務効率を向上させ、証明品質を確保
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BEFORE

JAFTAS日商連携機能の導入効果（3/5）
Excel作業の原産資格調査

納品先から
調査依頼を受領

自社管理の
Excelを開く

シ
ス
テ
ム
外

必要情報の入力

・資料作成日
・資料作成企業名
・資料作成者氏名
・資料作成者品番
・資料作成者電話番号
・資料作成者メールアドレス
・資料承認者氏名
・生産者名
・生産国
・生産工場名
・生産工場住所

部品表など社内帳票
の情報入力

JAFTASから
転記

社内帳票からの
転記工数発生

納品先へ回答送信

根拠書類の
取り違いリスク

協定条文を開き、
該当項目にて確認する
工数発生

根拠書類への記入58ヶ所

・使用協定
・輸入通関国
・産品品名
・産品HSコード
・使用判定基準

（CTC対比表の場合）

・使用材料名称
・使用材料HSコード
・原産・非原産の区別

例：使用材料（構成
部品）10個の場合、
3ヶ所×10個＝30ヶ所

原産品判定

Excelで根拠書類を作成 記載漏れ、記載間違いのリスク

・使用協定
・輸入通関国
・産品品名
・産品HSコード
・使用判定基準

生産内容が、
原産資格を与える行為

かどうかの確認

判定間違いのリスク
例：基準値を満たしていない

根拠書類をアップロード

調査結果を入力
・生産者名
・企業名（英）
・生産者企業登録番号
・企業名
・電話番号
・メールアドレス

・郵便番号
・住所（日）
・住所（英）
・生産工場名
・生産工場住所

転記工数発生
転記間違いリスク

日商
判定依頼
業務へ

転記工数発生
転記間違いリスク

サプライヤー企業様
の業務
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AFTER JAFTASを利用した原産資格調査

JAFTAS日商連携機能の導入効果（4/5）

シ
ス
テ
ム
外

事前に登録しておく
ことで選択式で入力

生産内容が、
原産資格を与える行為

かどうかの確認

JAFTASで
ボタン1つで確認

転記不要

JAFTASへの記入・選択36ヶ所

▲22ヶ所

インポートすれば
一括登録

（システム外の操作不要）

調査依頼
受領

・使用協定
・輸入通関国
・産品品名
・産品HSコード
・使用判定基準

必要情報の
入力

・生産工場名
・生産工場住所
・資料作成者部署
・資料作成者氏名
・資料作成者電話番号
・資料作成者メールアドレス

部品表など社内帳票
の情報入力

（CTC対比表の場合）

・使用材料品番
・使用材料HSコード
・使用材料品名

例：使用材料（構成
部品）10個の場合、
3ヶ所×10個＝30ヶ所

ボタン1つで原産品判定
ボタン1つで根拠書類を自動生成

日商判定依頼
業務へ

サプライヤー企業様
の業務
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JAFTAS日商連携機能の導入効果（5/5）

発給システムの「原産品判定依頼書入力」の一覧情報が閲覧/ダウンロード可能

ワンストップで、自己証明と第三者証明の
原産資格調査の管理が可能に
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貿易振興課 貿易PFの利活用推進に向けた検討会

デジタル化推進のアクションプランとして紹介

参考：https://www.meti.go.jp/shingikai/external_economy/digital_trade_platform/20240625_report.html

貿易手続のデジタル化の重要施策として、JAFTAS-
日商連携機能のご紹介を実施させていただきました。

https://www.meti.go.jp/shingikai/external_economy/digital_trade_platform/20240625_report.html
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貿易手続デジタル化促進セミナー

補助金活用事例として紹介

貿易プラットフォーム活用・連携の先進事例として
JAFTAS-日商連携機能のご紹介を実施させていただき
ました。

開催日 2024年6月

概要

経済産業省貿易振興課の補助金活用事例
として2省庁4社がプロジェクトを発表
経産省：貿易手続デジタル化に向けた

経産省の取り組み
国交省：サイバーポート

セミナー内容

参考：https://www.pf-hojo-jastpro.org/use-case/

https://www.pf-hojo-jastpro.org/use-case/
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